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中国の経済改革と開放政策（I)
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結論

はしがき

1950年から今日までの中国経済は大きく 2段階

に分けられる。第1期は1950年から78年までで，

この期を毛沢東時代と呼ぶ。第2期は1979年から

今日までである。この期を郡小平時代と呼ぶ。

第 1期の中国経済は投資中心経済（investment

oriented economy）であり，高蓄積惑を実現するた

めの制度を創成し，その制度を再生産する政策が

とられてきた。この経済の下では，高度の蓄積を

実現し，人民の就業と基本的な消費を実現するこ

とに成功した。雇用は過剰就業であり，基本的な

消費品である食糧問題を解決し，飢えからの解放

と盟主療，小学校への就学など人間として基本的な

最低の公共消費を実現した。しかし，過剰就業は

労働生産性の向上と個人消費の向上を実現するこ

とに失敗した。

第2期の0'll小平時代は，この成果：のうえに，労

働生産性の向上と個人消費の向上を実現するため

の政策が打ち出された。そのために，毛沢東時代

に強蓄積を実現するために創り tHされた社会的諸
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制度の改革に着手した。これが1979年から始まっ

た経済改革である。経済改革は種々な新しい矛盾

を生み出しつつある。この矛盾を解決しつつ，労

働生産性の向上と個人消費の向上を同時に実現し

うるか苔かが，部小平時代の経済政策が成功する

か否かを決める鍵である。

自力更生を唱えてきた中国政府が開放政策に踏

みきったのは，この二つの目的を同時に実現する

ための新しい選択である。開放政策は労働生産性

の向上を実現するために先進技術の導入と資本の

導入を行なうためのものである。また，個人消費

の向上に伴う国内投資資金の不足を補うための政

策である。

外債の導入は必然的に，輸出振興政策をとらざ

るをえない。中闘の国際経済における比重は少し

ずつ高まることが予想される。

以上の諸点について，以下において分析する。

I 経済構造の変化

一一強蓄積経済から消費主導型経済へ一一

1. 個人消費の全般的上昇

解放以後， 1956年までは，政府の組本的経済政

策は資本主義的および封建的経済を社会主義経済

にかえることが中心であった。それを社会主義改

造と呼ぶ。これを経済発展の蓄積問題からみれ

ば，それまでの一部支配層による浪費型経済から

新しい蓄積方式を創り出すことと首いかえられ

『アジア経済』 Xxvn-1 (1986. 1) 
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る。その内容は以下のようなものである。

(1) 浪費階級の一掃。浪費階級の買弁官僚支配

層と地主階級を一掃し，彼らが支配していた資源

を人民政府の管理下におくこと。 1950年には前者

が一掃されたc 地主層は1947年から始まった土地

改革により， 52年に一掃された。民族資本家がも

っていた諸資産は1956年までに，人民政府の管理

下におかれるようになった。

(2) 税制と鎖状価格差を利用して農村から政府

に資金を集積する蓄積方式の創出。 1952年までに

完了した土地改革により，地主階級は一掃され

た。それまで小作料や高利貸の高利子の形で、地主

層が取得していた農業余剰は農民の所得に転化し

た。 1950年代前半は農民の所得が急速にと昇し

た。しかし，中国共産党は経済建設に必要な資令

。）蓄積のために，農民余剰の制lを中央政府が集

積する蓄積方式を編み出さざるをえなかった。そ

れが挟状価格差と農業現物税をとおして，蓄積す

る方法である。鉄状価格差は，農工間交換におい

て，農民が相対的に不利な交易条件をさす。この価

協構造は歴史的に形成されたものである。農民革

命に支えられた中国共産党は，政府の農産物買い

上げ価格を漸次引き上げ，）丘村における工業製品

の販完自Iii格を据え置き，農民に分阻iliiで大幅に譲

歩する政策をとった。しかし，依然として工農交換

関係では農民に不利な状況は長期にわたって存在

した。政府は低廉な農産物を取得し，それを国営

企業で加工し，軽工業品を高価格で消費者（その大

)'HI分は決民〕に高く売ることで，建設に必要な資

金金獲得した。この蓄積方式は，1979±1＂・の政府の農

産物質い上げ価格の大幅な引き上げまで続いた。

この蓄積を保証する経済制度が農民の集団化で

あった。合作社が個別農民がもっていた農産物の

分配権を取り上げることによって，政府の大部分

中国の経済改草と開放政策 (I)

の農産物に対する支配権を保証した。

(3) 農民の労働蓄積方式の創出。 1953年から57

年までの第1次5カ年計画期に中国はソ連から借

款をえた。しかし，この額は国家財政の2.5~；f前

後を占めるにすぎなかった。上昇する消費とばく

だいな建設資金を満たすためにはなお不十分であ

った。それを補うために農民を動員し，水利・道

路建設，耕地造成，植林などを行なう政策が打ち

出された。建設労働を固定資本に転化する方法で

ある。これを労働蓄積と呼ぶ。

これを可能にした制度こそ合作社であり，人民

公社である。農民は自分で自分の労働力を支配す

ることができなくなった。生産隊，生産大隊，人

民公社がそれぞれ農民の労働力を支配した。 1956

年の集開化以後， 76年の四人組逮捕まで，人海戦

術による農村建設の量は天文学的な数字に及ぶ。

以！；が毛沢東時代に作りあげられた基本的な蓄

積機構である。このような蓄積機構を作ることに

成功したからこそ， 1960年代の国際的孤立化のな

かでも，近代的兵器の開発，ヴェトナム解放闘争

への支披，アフリカ諸国への撰助などの資金を政

府が権保することができた。

では，毛沢東時代は一方的な蓄積の強化に終わ

ったかといえばそうではない。増大する人口に対

し， 1959年から数年を除いて基本的な消費と最低

の社会福祉を確保した。国営企業と政府職員はも

とより，広大な農民に対しては，「五保」と呼ばれ

る社会保障制を不完全ながら確立した。「五保Jと

は働き手を失った農家にたいする食櫨補助，医療

サービス，初等教育，葬式などの最低生活保障で

ある。食慌の基本的確保の成功どとの最低線の社

会保障が1962年以降の人口の増大をもたらした。

この反面，犠牲となったものが1人当り個人消

費の向上である。この面の改善は急速には進まな
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個人消費支出の増加（1952年＝100,

実質，公共消費を除く〉

第2関公共消費の拡大（1965年＝100〕第1麹
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第1図と閉じ（454ページ〉。

公社化時代には．延安式の供給制が復活した。と

くに，農村で行なわれた公共食堂制はその典型例

である。 1978年までは，

（山所〉

公共総消費

個人消費総数

1人当り公共消費

1人当q個人消費額

＠
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一般に左派が権力を握っ

たときは，公共消費部分が拡大し，右派のときに

は個人消費部分が拡大するという歴史を繰り返し

。19唱658 60 62 64 66 68 7百 72 74 7678808284年
1984』北京（出所〉 国家統計局編『中国統計年鑑

中層統計出版社 33,4臼ページ。

てきた。第1閣の④が示すように，文化大革命期

ではその後期でも 1人当り個人消費の増大が最も

遅いことが知られる。

1人当り個人消費の動向を，都市と第21羽は，

農村とに分けてみたものである。こちらの方は，

実物表示で量られている。

圧迫されていた個人消費も， 1966年以後の文化大

革命中，実質的にかなり上昇したことが読みとれ

る。次に， 1970年前後から，都市住民（非農民〉の

1人当り実質消費額が急上昇してし、ることがわか

る。燈村（農民）でそれが急上昇するのは1978年以

後であることが読みとれる。

この図でみるかぎり 9

かった。人口の急増が1人当り個人消費の向上に

マイナスに働いた。第1図に公共総消費，個人消

費総額， 1人当り公共消費， 1人当り個人消費額の

推移を描いた。この図は現行価格表示の数字を，

1965年を100として指数化したものである。 1969,

70年前後から公共消費の増大率が個人消費の増大

率を大幅に凌駕して増大していることが知られ

る。中国の賃金制度をみると，延安時代には基本

ソ的に現物供給制がとられていた。その方法を，

以上，二つの図から，文化大革命後期には消費

全体はかなりの改善があったことが知られる。 と

連の賃金制度を導入することによって1950年から

ソ連型賃金制度は1956年に国営部門

ところが， 1958年の人民

改め始めた。

の範囲でほぼ普及した。
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第3図主食の 1 人当り景

中国の経済改革と開放政策 (I)
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以下，飢えが発生

しやすくなる線

200 
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〈出所〉 日本： 1975年までは農林大臣官房調査室編『食料需要に関する基礎統計』農林統計協会 1976年， 76年以
後は，農林省『農林省統計表』各年版より作成。
中国：第1図と同じ（各年版〕。

（注〉 (1) 中間の食糧概念に合わせて統一した。中国は穀物，大豆，サツマイモ（5分の1に換算〉を食樋とし
ている。

(2) 日本の玄米，玄麦換算でなく，籾付き換算である。
(3) 次の公式で算出。（生産鑑十輸入量一輸出量）÷人口。

りわけ，平均主義に立脚する公共消費支出が大幅

に増大したこと，個人消費では都市住民の消費に

大幅な改善がみられたと断定できょう。すなわち，

平均主義と全般的な節欲主義は1970年代前半で徐

々に後退し始めていたと言えよう。このカが文化

大革命を否定する道を準備したと考えられる。

以下において，消費の個別部門につき，その上

昇清況を検討する。

2. 食糧消費量の推移

第3図は主食の l人当り量の推移を示す。これ

は実際の l人当り消費量ではなく，見掛け消費量

であゐ。中間の食糧概念には，穀物の他に，薬類

を5対1の比で入れ，さらに大豆が包摂される。

穀物は籾付きで統計される。この概念に合わせて

日本の食糧消費量を算出し，日中の1人当り量の

変化を掲載した。

筆者の観察から， l人当り量の水準と食糧消費

の社会的現象を記述した。 1人当り量が 300裁の

段階に遣すると，分胞がよろしきを得れば，大多

数の国民が主食でほぼ満腹する。 250奴以下では，

しばしば飢えが発生する。中国では1959～61年が

それに当る。この聞は，年聞にしてほぼ500万人

の早死者が出ている。 350毅水準を超えると，ア

ルコールと動物性滋自の消飽食が急増し始める。

ラ
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穀物を酵母菌で加工したり，家畜の腹をとおして

消費するようになる。 400拐の線を超えると，食

糧の直接消費の絶対量は減少し，アノレコールや肉

による穀物の間接消費量が一層大きくなる。同時

に，過食による肥満体が多くなる。これをさける

ため，疲せる産業が成立し始める。 450拐の段階

をすぎると，所得分配が比較的平等な社会では，

過半数の人民が飽食の状態となる。 1980年代の日

本がこの状況にある。

1950年代は日本と中国は， 1人当り量がほぼ並

行して増大していることが知られる。ところが，

中国は大躍進政策の失敗から， 1959～61年に激減

し，再び300拐の水準に戻るのが70年代初めであ

る。文化大革命が終わるのは1976年であるが，す

でに人びとは主食で満腹になる段階に達し，数年

を経過していることが知られる。飢えからの完全

解放が実現していながら，文革派はなお厳しい節

約と生活を求める政策をとってU、た。ヴェトナム

戦争が終滞したのは1975年5月である。これは中

国国内の緊張をいっきに緩和したに違いない。文

革派の勢力が衰退していったのは，このような情

況を背景にしていたのである。人びとは主食で満

腹したので，新しい段階の消費を求めていた。コピ

革派はこの需要をみたす政策をとりえなかった。

3. 衣料消費

衣料消費についても同様な傾向が観察できる。

まず，第4図は糸換算でみた中間の暦年の 1人当

り量を示す。 1959年以後60年代前半の6～7年聞

は，北京や上海ですら，つぎはぎの服を着用して

いた人びとが多く観察されたと当時の訪中者は報

告している。これは綿花生産の大減産と対ソ借款

返済のための外貨獲得を担った繊維の輸出ドライ

ブによってもたらされた現象である。当時の 1人

当り量はほぼ0.~）～ 1.3 初である。 1人当り量が

6 

第4図 1人当り衣料消費（糸換算〉

7「（kg)
世界平均

6 
フアソ Jヨン産業が成立する水徹
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3 中国
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（出所〕 第1図と同じ（各年版）。見掛け消費を算
出し，人口数で除す。なお，世界平均水準は吉同
政幸「中国」（アジア経済研究所編『発展途上国
の繊維産業』 1980午） 80ページ。

2拐の水準を超えると，都市ではつぎはぎの衣類

はみられなくなる。 1970年頃から衣料消費は急速

に改善されていることが読みとれる。

1人当り最が7.5拐の水準を超えると，多様な

デ、ザ、インとカラフルな模様を人びとは求めるよう

になる。 1980年代に入って，北京や上海などの大

都市はこの水準に達した。人びとは紺一色の人民

服を脱ぎすて，繊維多消費国のデザインを求める

ようになった。全国平均は1982年でなお3.3裁で

あるが，すでに83年に綿布の配給制は廃止された。

第5図は国民所得と繊維消費量との関係を示

す。中国の繊維消費量が低水準なので， 1960年代

の諸国の繊維消費量の資料で比較した。この間で

は中国の資料のみ，1971年と81年をとった。その他

の国は1961年と71年との比較である。 1人当り消

費量の臨綿は， 7.5拐を境にして，緩やかになるの

が読みとれる。すなわち，この水準を超えると，繊

維消費に対する所得弾性値が1以下になることを
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中国の経済改革と開放政策 (I)

第5図 1人当り繊維消費量の国際比較（1961年と71年の比較〕

(kg) 

20 

スウェーデン

15 

10 

国民所得（USドル）

ぞ出所〉通商産業省 r産業構造の長期ピジョン』 1974年 96ページ。
（注） 中間は1人当り国民所得を1960・61年150ドル， 71年180ドル， 81年300ドル見当とした。 1960・61年は激変
した2年間なのでその中位数をとるo繊維消費量は1人当り衣料消費量ではない。中閣のみ1971年と81年の比
較で繊維消費量は第4図から。

示す。この水準以下では，所得弾性値が1以上で，

所得の増大に伴い，繊維消費需要が急速に増大す

ることが読みとれる。中国はまさにこの段階にあ

り， 1人当り国民所得が1000九に達するまで，繊維

供給を急速に発展させる必要があることを示す。

1982年9月の中国共産党大会で， 2000年までに 1

人当り国民所得を850円レ（1980年価格〉に引上げる

目標が決定された。 2000年から2010年前後まで，

衣料生産を年率10；，；：以上伸ばさざるをえないであ

ろう。

4. 諦久消費財

第6図は耐久消費財の普及情況を示す。 1970年

7 
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（出所〉 日本：経済企画庁『消費動向調査』各年版より。
中間：第1図と問じ資料および他各種資料より作成。

68 66 64 62 60 58 56 1952 54 

日本の都市部ではこのとき，ックの開催である。代に入って，低位の耐久消費財である腕時計やラ

ジオが普及し始め，笥l小平時代に入って， 白黒テレビ‘からカラーテレビへと変化し始めた。

1988年にソウルオリンピックが開催される。中

ミシン

テレビ購このイベントをみるため，闘の民衆は，

これからの数年間はテレビ普及が最も急速に進む

と予測されよう。ただし，農村部の3分の1はい

まだ噴気が入っていない。世帯数にしてほぼ6000

万戸である。とれを除いた農村部の 1億2000万戸

の世帯には， 1990年代の初めにはテレピがゆきわ

たると思われる。

テレビの普及は同時に他の電気製品の普及を伴

う。とのように考えるとこれからの10年は，中位の

耐久消資財が急速に普及する時期と考えてよい。

したがって，入熱を一層強くもっと推測される。

やテレビが急連に普及し始めたことが知られる。

テレビを例にとると，その普及情況は日本の1959,

60年前後に相似する。一般に，耐久消費財は，その

価格が勤労者1人当りの月収の2カ月分まで低下

すると急速に普及する。とれは日本の1950,60年

代の経験である。中聞についても，実証研究はして

ないがほぼ妥当する経験法則であると思われる。

日本では， 1960年前後にテレビの大量生産ライン

が完成し，テレビの相対価格を引き下げた。さら

に，普及過挫でごつの大きな出来事があった。一つ

は1959年の皇太子の結婚である。 この儀式をテレ

この 1年で都市世帯は普及率を30

もう一つは1964年の東京オリンピ

ピでみるため，

伝上昇させた。

8 
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5. 公共消費の増大一一教育費

公共消費は都市の公共消費設備，社会保険， l菜

療保険などがあるが，ここでは教育費をとりあげ

るo教育費全体を示す資料がえられないので，こ

こでは就学生徒・学生数からその動向をみること

にする。

第7閣は1957年を 100とし，初等教育，中等教

中国の経済改革と開放政策 (I〕

育，高等教育の各学校に在籍している生徒・学生

数の指数を示した。 Aの小学校在校生は1975年が

最高で， 57年比2.35倍である。これは1965年に就

学率がすでに80おに達していたため，急速な増加

は認められない位1)。1976年以後低下しているの

は73年からの出生数の低下による。 1982年以後は

人民公社が崩壊し，個人農制となった。この制度

第7関 文化大革命矧の持通中等教育の併Iび（1957年ロ100)

(j日数）
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(IJ:l所〉第1閣と問じ（1983年版 511ページ〕。
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1100% 

90 

80 

70 
η 
60 

A 
50 

40 

30 

20 

10 

2) 普通中等学校在校生で高等教育機関在校生を除、ナ。
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都市における住宅建設（1957年＝100〕第8図

300『（指数）

のもとでは子供を退学させ，農作業を手伝わせる

墨家が増大し，就学率も低下しつつある。

この図のなかで特筆すべきことは1966～76年の

文化大革命中に，中等教育をうける学生が急増し

⑥都市人口

⑥都市住宅総量

＠都市住宅の新築量

260 

220 

180 

140 

100 

この急速な増大は何によって実

現したのかっ文化大革命中に支配した平等主義と

人民公社による中学校，高等学校の建設による。

中国共産党はこの方面に吉1Jく資金が少なかったの

ている点である。

人民公社の負担で，学校建設を促進させた。で，
60 

この政策は農民の個人消費をぽ迫する結果となっ

20 
0 
1950 52 54 56 58 60 62 64 66 68 70 72 74 76 78 80 82年

（出所） ⑧：第1図と閉じ（1983年版 103ページ〉。
(b): 1950年の都市住宅現有最を都市人口から算出
し，年率2%で減耗していくと仮定。これに新
建築面積をつみ上げて算出した。
＠：第1図と同じ（1983年版 357ページ）。

農村における住宅建設（1957年＝100)

＠農村人口

⑥農村住宅総量

＠農村住宅の新築量

i
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a
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第9図

6601（指数）

620 

580 

しかし，国民所得のなかに占める公共消費部

分はかえって増大した。

D線は大学・高等専の在校生数の推移を示す。確

かに文化大革命中は急減したことが読みとれる。

文化大革命は教育を破壊したと宣伝されている。

しかし，ノト・中・高等学校教育はむしろ進んでし、

ることがこの図から読みとれる。破接されたのは

高等教育にかぎられる。郡小平時代に入って，中

学・高等学校の在校生数は急速に低下し始めた。

総体としてみるならば， 1970年代の後半まで，

国民所得に占める教育費の比重は増大しているこ

とが推測される。

た。

540. 

300 住宅6. 

住宅費は消費の諸項目のなかで，最も大きな費
Z
I
l－
－
－
 

260 

第8図は都市住宅情況を，第9悶は農村住宅情況

を描いた。いずれも， 1957年を100とし，都市・

村人口の推移を＠で示した。＠は住宅のストッ

ク，⑤はフローを示す。両者とも＠と＠とが1957

年以後，次第に翠離していることが読みとれる。

すなわち， l人当り居住面積が劣悪化しているこ

とを意味する。たとえば，都市部では1950年 1人

当り居住面積は 4.5平方t-；；；であった（注2）。 1978年

220 

180 

9図に示す。この推移を第8,用部門を占める。

第1図と同じ資料および他各様資料より作

60 

20 

0 一一1950 52 54泌 5860 62 64 66 68 70 72 74 76 78 80 82年

（出所）
成。これは説明するには 3.6平方むに低下した位3）。
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Ⅱ　経済改革
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までもなく，1960年代，70年代に住宅建設投資を著

しく節約したことに由来する。すでに述べたとお

り，この時期は，近代兵器の開発，ヴェトナム支援，

アフリカ援助などに，国内資掠が割かれていた。

都市も農村仏＠が示すとおり， 1978年から住

宅の新建設量は急速に増大し始めた。農村では，

1979年の政府の農産物買上げ価格の大幅な引き上

げによる所得増加で，大量の新建築が可能になっ

た。都市では，政府機関や国営企業が住宅建設を

擾先し始めた。第10図で基本建設投資に占める住

宅投資の比重の推移を示す。中国では基本建設投

資を生産的投資と非生産的投資に分ける。住宅投

資は非生産的投資に入る。 1958年から78年まで住

宅投資の比重が低かったことが読みとれるo 全基

本建設投資の3～8~~ぷを占めていたにすぎなし、。

1981,82年には，この比率が25~'::i: にはね上がった。

以上みてきたように，全消費のなかで住宅消費

第10図投資構造と住宅投資

〈出所〉第1図と同じ（318ページ〕。

中国の経済改革と開放政策（ I) 

を除いて，文化大革命期といえども，実質的消費

は上昇してきたことが知られる。とりわけ，公共

消費の上昇は著しい。全般的にみれば， 1970年代

に入ると，人間としての基本的な消費を保障しう

るまでになった。この段階に達した後は，人びと

はより上い生活を求める。文化大革命派は人びと

のこの新しい欲望の開花を満足させる政策がとれ

なかった。部小平政権はこの課題を実現するため

に登場したといえよう。

（注1) 『中間経済年鑑 1981』北京経済管理出

版社 IV-26ベージ／張建 r，認真研究適合国民経済発
漫需要的教育計画和教育体制J（『人民教育』 1980年

第8号〕 16ベージ。

（注 2) 蘇最「之、様使住宅問題解決得快些？」（『紅

胤』 1980W司12号） 8ベージ。

(/U）醇幸「建材工業也応放在優先発展之列」

（『:ItFVJ H報』 1981年10月17日） :3ベージ。

II 経済改革

毛沢東時代の強蓄積を可能にした経済制度を，

増大する消費需要を充たしうるような制度にかえ

ることが経済改革の臼的である。その改革は農村

から始まり， 1985年の時点でも国民経済全体の改

革の牽引力となっている。

l. 人民公社の解体

1949年までの中国革命は農村革命が先導した。

解放後の経済建設路線も農村の動向によって大き

な影響を受けてきた。 1956～58年の急速な「左傾

化」は農村集団化の加速によってもたらされた。

1978年以後の「右傾化jは再び人民公社の制度改

革から発している。

1979年12月，中国共産党中央委員会は二つの決

議を採択した。一つは1979年から政府の農産物買

上げ価格を引き上げること，こっ日は当時の基層

生産単位である生産隊の自主権を尊重せよという

II 
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決議である。

第11図に， 1950年を 100とした政府の農産物買

い上げ価格指数を掲載した。 1950年代は毎年少し

ずつ引き上げてきた。 1961年，農業危機に直面

し，大幅な値上げが行なわれた。しかしそれ以後

1978年まで，政府の買い上げ価格はほぼ据置かれ

たことが読みとれる。 1979年にいっきに，王子均25

心引き上げた。同時に，義務供出分を主納したあ

と政府に売り渡す部分についてはプレミアムを加

はつけた。このニ電価格制は、農民をしてプレミ

アム付価格による販売を促進せしめ，政府の貿い

つけ農産物の全般的価絡を大幅に押し上げる結果

となった。これがまた，ひいては大幅な財政負担

を生みIllすことになった。

第四国は人民公社の崩壊過程を示したものであ

る。人民公社の内部組織は，周知のように，九層

になっていたの人民公社管理委員会，生産大隊，

生産隊の3組織である。とのうち，生産隊は基層

単位で，ここが農業生産に従事し，かっ基本計算

単位であった。上部単位である人民公社管盟委員

第II関農産物の政府買い上げ価格と農村におけ
る工業製品小売価格（19叩年＝100〕

パ指数1
300ト i /'41 

(,l 興産物質ぃ上ltj曲格指数

1),l 農村における」4業製品小光i曲指指数
250 

事ゐ
。
1950 52 54 56 58 60 62 64 66 68 70 72 74 76 7880瓦主主f

（出所〉 第1聞と問じ（1983年版 455ページ）。
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第12図人民公社の崩嬢
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(tli所〉川村嘉夫「経営組織の変容J （山本秀夫｛也
『中国の長期経済計画下における農業政策』日中
経済協会 1983年） 50ページ。なお，中核専業農
家は筆者が追加。

会や生産大隊は，水利工事，学校建設，植林など

の諸事業を行なうために，資金，労働力，資材な

どを生産隊から調遺した。 197が手12月の決議は，

上部単位の生産隊に対する諸生産要素の調達をい

ましめ，生産隊の権限強化を強制したo

党中央は人民公社を解体させるようなイニシャ

ティブはいささかもとらなかった。生産隊の権限

強化の過程で， 1980年，安徽省から個人躍が発生

した。燦原の火がひろがるように， この個人農

化は1981年後半から82年にかけて急速に進み，党

中央はこれを追認せざるをえなくなった。それが

1985年1月の党中央の1号文書である。そこで

は，村から農民が借地する期聞を15年以上と規定

している。上限はない。荒地の開懇の場合は30～

同年の借地がi可能となった。また，［（j林にJコいて

は，土地は村有であるが，立木は子孫への相続が
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できるように規定した。

農業制度の改革は1985年からさらに a 歩進ん

だ。人民公社時代，農業生窪田標はすべて県政府

が下達してきた。生産隊は農産物の種類や品種を

自由に選択する権限はなかった。政府が直接生産

過程を掌握していたのである。人民公社の崩壊に

よって，政府は指令によって生産を教握すること

ができなくなった。かわって，各農産物の義務的

供出量を各農家に割りあて，流通過程から掌握す

る方法をとってきた。間接的方法と言いかえてよ

い。しかし， 1983年から農業生産過剰の時代に入

り始めた。 1984年は大豊作であった。これが政府

財政負担をますます大きくする結果となった。こ

のため，政府は1985年から義務的供出制を撤廃

し， rtい上げ制限をしいたoたとえば，穀物では
制収）万トンを上限とした。それ以上については，農

民は誰に販売してもよくなった。すなわち，流通

過程の間接生産支配の方法さえ，政府は放棄した

ことになる。

人民公社解体後，党は農民全体を新しい組織に

入れることに成功していない。農業協同組合は一

般には 2種類ある。一つは社会主義経済のなかで

みられるもので，遺業の直接生産過程を協同化す

る形態，ここを協同化すると必然的に，前方連関

である農業生産資材の供給側面と生産物の出荷お

よび加工の後方連関部門の協同化が行なわれる。

二つ呂は，資本主義社会にみられるもので，直接

生産過程は個人農制で，前方連関部門と後方連関

部門とを協同化する形態である。 H本の農業協同

組合がその典型例である。

中国は人民会社解体以後，個人商人が輩出し，

日本のような強力な協同組合をつくり上げていな

い。したがって，農民たちがもっ経営上の自由度

は，日本の農民より大きいと思われる。これだけ

中国の経済改革と開放政策（ I)

農村経済が自由化されたがゆえに，眼をみはるよ

うな発展がみられると同時に，深刻な矛盾を抱え

るに至った。これについては，後に述べる。

2. 都市における経済改革

経済管理体制の改革は1979年から始まった。人

民公社の改革とほぼ同時である。しかし，人民公

社の解体が急速に進みすぎ，その速度に比すれ

ば，都市の経済管理体制は緩慢である。 1984年10

月の中国共産党の3中全会では，農村の経済改革

は一段落し，成果は大きかった，したがって今後

は改革の重点を都市に移す，とりわけ，物価と賃

金改革に移すということが決議された。この2項

目は他分野に与える影響が大きく，改革の困難性

が最も大きいものと思われる。

社会主義制度の改革問題で，中l司よ・り先輩であ

るソ連・東欧諸国が経済改革に着手したのは1960

年代中葉である。改革には2方向がみられる。一

つは，行政的運営を主としたまま，中央政府の権

限を地方政府に移譲していく方向。ソ連と東ドイ

ツがこのタイフ。である。他の一つは市場機能の拡

大を主とする方向である。ユーゴスラピア，ハン

ガリーがこのタイプに入る。中国では1978年まで

は，前者に属する改革は再三試みられてきた。

1979年以後は後者のタイプを追求しているように

みえる。したがって，市場機能の拡大に力点が置

かれている。

経済管理体制の改革の最大の狙レは，高度に集

権化された行政的運営方法を改め，企業を相対的

に独立した経済主体につくることである。生産性

の向とや生産の成果によって企業が評価されるよ

うな制度，企業内ではその成果によって労働者が

グループ制または個人的に評価されるような制度

の創出をめざ了していると言u、かえられよう。従来

の国営企業は，建設にあたって必要な資金，資

13 
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材，労働力は政府が供給した。たとえば，設備投

資は 100広，流動資金は70~ti:が政府の無韻還性の

財政資金によって賄われた。企業は自己判断で資

金を調達するのは，流動資金の3or,"j:分にすぎなか

った。成果の分配凶も規定にしたがって，手IJ潤上

納と税上納という形で，ほぼ全額政府に渡した。

企業が自由に使し、うる部分は，超過達成した部分

の一部を留保できただけであったc このような基

本制度にたいし，具体的につぎのような改革が行

なわれたり

(1) 中小規模国常企業の集団所有制企業への

変更

従来， 1可営企業は政府の！貨接管理lごに置かれて

きた。これにたいし，集団所有制企業は間接管理

下におかれずこり財政によって企業運常の面倒をみ

ない代わりに，分四日商では規定の税を上納すれば

それでよかった。企業長の任免，生産任務の下達

などの側而も，集団所有制企業の方が，｜司常企業

より政府の斑接管理の度合は弱いのすなわ九，そ

れだけの自主性をもってかる。過去6年間的経済

改革のなかでは，国営の中小企業金集問所有制企

業へと転換させている。

12) 余融改革

中｜ヰの金融機関は従来財政の記11：長係の役Uしか

県たしていなかった。この制度を改め，銀行に｜玉j

常企業の経済的動をチ巳工、ソクする機能を付与する

ようにな，）た。財政資金が企業に波されるさか

に，手IF州、j・で銀行を通すよう改めらjttこ。資金の

[n］時伝率をrJIJ・.frればそれどけ企業のJili:＊－貨が UI－す
ることを狙ったものである。また，流動資金につ

いてはすべて銀行融資に切りかえたのさらに， i:1. 

摘でなし、設備投資や技術改造資金色，銀行が企業

へ融資できるようにした。銀行機｜彼が著しく大き

くなった。

14 

(3) 企業留保資金の拡大

企業を行政の付属物でなく，経済主体に育成す

るための基本的改革は企業留保資金を拡大するこ

とである。従来は，超過達成部分の一部と減価償

却費のごく一部が企業長基金として留保されただ

けであった。それを計画利潤そのものの一部，減

価償却費の50~＇.見，超過達成利潤の40(i:,"j:までを企業

は留保できるようになった。これ以外に技術改造

費など国が規定する費目を留保でき，企業が使い

うる資金量が大幅に増加するに至った。

(4) 企業長権限の拡大

従来は企業内の党委員会が絶対的権限を搾って

いた。企業を行政の付属物という地位に甘んじさ

せていたのは，じつにこの党委員会の権限であっ

た。このような情況を改め，党委員会は企業の総

方針を決定する以外は，具体的な企業運営につし、

ては，企業長に任すように改められた。また，企

業長の人事権も拡大された。

(5) l通が直接管理する生産品目の縮ノj、

これは市場機能の拡大措聞の－－~，であるの 19同

年にはそれまで悶家計両委員会が管理していた指

令性生産品目 123を60へ，これにともない各行政

省，各省政府が管理していた品目も大幅にrjJJ減し

た。 1979年以前，資本財は同家物資総局によりi配

被管理され，市場を通過しなかった。 1980年から

一部の資本財の市場を創設してきた。 1985年に

は， I¥I家物資総局の直接管理資本財250M1llを引

にいっきょに削減した位l）。

さらに，各企業はこれまで自社製M，を版；Jcする
ことができなかったが，資本財でも，；i十i困li最の 2

','~( 1-で、および組過達成部分を市場でJWう主しでよ

くか ＇） た。そのさい似11格は，公正価格の上下20も与

を範聞として変動させることができるようにな d’
た（注2）。
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これらの諸項目以外に，多くの改革がなされて

いる。この改革と人民公社の解体の結果どのよう

な事態が発生しているかについて，次に検討しょ

ワ。

3. 経済体制改革がもたらした国民経済への

衝撃波

党は人民公社の解体後，個人農化した農民たち

を一定の方向に制御する何らかの組織を組織する

ことにまだ成功していない。都市経済の方も，資

金力をもった企業が政府の意向から来離する経済

行動をとり始めている。マクロの経済運営にどの

ような現象が出ているかを紹介しよう。

(1) 財政収入の停滞と大幅な財政赤字の発生

第13図lこ1957年を 100とした財政収入と支出の

指数を描いた。一見して明瞭なのは，経済改革が

第13図財政収入と支出（1957年ニ1帥）
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C出所）第1図と同じく1983年版 445ページ〉。

0 

-10 

中国の経済改革と開放政策 (I)

始まった1979年から大幅な財政赤字が発生したこ

とである。財政収入は1979年から 5カ年間停滞し

た。財政赤字は1978年から 7年間続いた。このよ

うな事態は建国以来なかったことである。最も経

済’情況が悪かった大躍進期後期でも 3年間の赤字

にとどまった。最近の報道によると， 1985年には

内外債を入れれば黒字に転化するというが，借金

財政であることには変わりがない。

この赤字の最大の要因は政府の農産物買いとげ

価格の引上げと人民公社の解体である。人民公社

は農民一人一人の農産物分配権をとりあげ，農産

物の低価格政策を可能にしていた社会的容器であ

った。この制度がなくなった。その結果，農産物

は値上りにつぐ値上りを続け，国営軽工業企業が

低廉な農産物を取得し，それを加工し，製品を高

く国民に売って，政府が資金を集積するという蓄

積機構がいっきょに崩壊した。第13図はこのこと

の財政的表現である。

第2の要因は，先に説明した企業－の留保資金の

用大である。従来はこの留保資金の大部分が財政

収入に算入されてきた。それを企業が管理するよ

うになり，政府はその資金に対する直接支配権を

失りた。

この二つの変化は，結果として，国民所得にお

ける消費と投資への分配面では，消費基金の増大

をもたらした。この情況についてはすでに第I節

で詳しく述べた。

1978年まで中闘は自力更生を主たる政策の杭と

してきた。外債に頼って経済建設する方法は否定

されてきた。しかし， 1979年から外債に依存した

建設に踏みきらざるをえなくなった。その最大の

理由はここで述べた二つの蓄積メカニズムの変化

である。

(2) 経済過熱の発生

Eラ
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第14図 関民経済の成長率

20 
(%) 

15 

10 

5 

-5 

工工工業生産総額

盟農業生産総額

凶l己所得（中国式）

毛沢東時代 部小平時代

（出所） 1975～82年岨第1図と同じ（26,30ぺージ）。 li'II定価格計算。
1983，例年：第1閃と同じ（1985年版 28,34ページ〕。
1985年： 『人民日報』 1986年3月1目。 1985年の段業生産総額には町村工業を入れていない。

人民公社の解体と企業自主権の拡大が経済過熱

状態を生み出している。第14図はマクロ指標でみ

た経済ノξフォーマンスである。 人民公社は1982年

米にほぼ消滅した。企業自主権の拡大は1983,84年

に本格化した。 この闘で折線グラフは中国式国民

16 

所得（資本主義国の国内純物的生産額［net domestic 

material products〕）の対前年成長率を示す。 1977,

78年が高いのは， 76年が異常に低かづたことの反

動で，正常ではなし、。 1982年が8.5主な，83年が 9主立，

M年はじつに13.6~なという高度成長を達成してい
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る。この高度成長は農業生産の好調が大きく寄与

している。斜線棒は農業生産総額（totaloutput 

of agriculture）を示す。このなかには，旧人民公社

企業が含まれており，この成長が著しかった。

よi；；業生産総額（totaloutput of indu紺 y）は1983年

10.5広，例年には15おも成長した。 1984年後半か

ら呉常な過熱が続き， 85年前半では政府はこれ

を抑えることには成功していない。工業面におけ

る過熱は都市国営企業と農村企業から起こった。

都市国営企業の過熱の原因は，豊富な資金をもっ

た企業が中央政府の意向を無視して過剰投資と過

多の公共消費を行なったためである。 1!:!84年以後

の数字はえられていなし、が，ぉ；I年までの投資主体

日IJ投資額の推移を第15図に示した。中出の投資統

,ii-I土予算内投資と予算外投資とにわけられてU、

rJ寸閣の経済改革と開放政策 (I)

る。前者は国家財政によって行なわれる（政府の）

投資，後者は地方政府がもっ予算外予算や企業資

金， さらには銀行融資によって行なわれる（国営

企業の）投資をさす。後者が1980年以後急速に伸

びていることが知られる。 1982年には闇営経済部

門内の設備総投資のうち， 3分の 2以上がこの予

算外予算投資で占められた。

中国経済運営にあたって，現在の最大の問題は

政府がこの部分の投資に対するコントロール用具

を喪失したまま，新しい用具を作り出していない

点である。たとえば，先進工業国の中央銀行がも

っ公定歩合の操作などの用具である。さらに，銀

行が企業の要請で設備投資についても融資できる

ようになったが，この企業は政府企業であり，各

級の政府は人事権を含めて銀行を支配下において

第15図投資主体｝JIJ投資額の推移（1970年ニ100)

（指数）

600 

500 

400 

300 

一一一省国営企業の設備投資（左目盛）

－－ー一政府と国営企業の総設備校資（だ日出量）

.il 総投資にr1iめる凶営企業投資の割合（右目盛）

（%） 
67.3 汁70

， ， 

50 

30 ， 
”r 1、J l〆

，， 

10 

lOOLLr_-r1 11  11  " " 』 E I I I I ’E ''  E ・'' ・口。
1970 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83ヰ

（出所？〕 第1図と問じ（301ページ〉。

r7 
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になる。

都市化の加速化

人民公社の解体と都市経済の過熱化が農業人口

の都市への移動を促進している。この移動が大最

(3) 

したがって，銀行は企業を拒否することが

これが過剰融資を生む原因となっていできない。

いる。

したがって現在の中国の国営経済は過熱を生る。

であるだけに，彼らを吸収するためにばくだいな

都市公共投資が必要となってきた。第16図に，成

長率と都市化人口の絶対数を示した。

中国共産党は建国以後一貫して農民の都市移住

む体質をもっている。

紙幅の関係で詳論はできないが，農村の小企業

についても同様の傾向がある。

この経済過熱が経済の溢路部門を直撃する。そ

の結果は，投資資金の対外依存政策を強めること

閥
協
閥
閥
捌
酬

成長率と都市部人口変動第16図

人i十
l
i
l
i－
－

1
N

ρu 
nuu 
Aυ QU
 

(%) 
26 

9
u
 

o

一

-6 

22 

18 

14 

10 

6 

！説iil))! /:!;di部人ut曽品t
点磁1.l左目雌）

中図式凶民所得成長半
一一一lti日盛）

3,000 

2,500 

500 

-500 

2,000 

1,500 

1,000 

10 

(I臼所） 第1図と同じ（1984年版 81ページ／85年版 185ページ）。都市人口概念は同年鍛のものをとそのまま使
う。すなわち， 1963tf'.ーまでと， 83年以後は市町の農業人口を含む。
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Ⅲ　四つの隘路部門の深刻化（以上，本号）

Ⅳ　国際経済と開放政策（以下，第27巻第８号）
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を制限してきた。この政策が極端に走ったのが

1960年代である。都市人口を農村に移住させた。

にもかかわらず，図でみるとおり， 1964年から77

年まで都市への流入人口は流出人口を上回った。

1977年，大学選抜試験の田復が発表されるや，文

化大革命中に下放させられていた青年たちが，ほ

ぽ2000万人前後都市に戻ってきた。これが都市住

居情況をいっきに悪化させた直接原因である。こ

の点については次節で説明する。

それ以後も政府は農民の都市流入を一貫して厳

しく抑制してきたが，人びとは種々の方法をつか

って都市に流入し続けた。そして， 1982年人民公

社が消滅してから，人口の都市流入は天文学的数

字に達し始めた。 1983年は30007J人，例年は附00

万人が都市人口と化した。もっとも，この数字は

既存の農村部を都市行政区に編入するという人為

的な部分が一半を占めているようである。にもか

かわらず，年間2000万～3000万の流入は巨大な衝

撃波を都市経済にもたらすこと必然である。

人民公社の消誠が何故このような人口移動をも

たらしたか。人民公社は人びとが都市へ流出して

いくのを防止する制度であった。人民公社聞で

も，物の移動はできたが，金と人間の移動は実質

的に行ないえなかった。この制度の消滅は人間と

金の移動を阻止する社会的歯止めがなくなったこ

とを意味する。さらに，すでに述べたように農村‘

の3分の 2が新政策の下で富裕になった。この資

金を農村諸企業に投資することが許された。何人

かの合資形式でもよいし，個人が農業を捨て，企

業を興してもよくなった。このように，従来の禁

止項凶が撤去されることによって，法民たちは村

を越え，町を越えて非農業の諸企業を輿し始め

た。この勢いはすさまじい。

大都市の大量の住宅建設労働者として，農村部

中国の経済改:If：と開放政策 (I〕

から何十万，何百万人の農民たちが出稼ぎに赴く

ようになった。 1983年から著しくなったこの都市

化に政府は抗しかね， 84年10月にはついに，小都

市，町へなら戸籍を移し，定住してよいという通

達を出すにいたった位幻。現在のところ，大・中

都市，県の首都へは出稼ぎに出てよいが，定住は

許可されていない。しかしながら，出稼ぎ者の何

割かはそこに定住してしまうことが予想される。

これはばくだいな都市再開発や住宅建設資金を

要求する。

以上，人民公社の解体と都市経済改革が中国経

済に及ぼしている影響を検討した。いずれも，ば

くだいな資金需要を生み，経済の睡路部門により

重い負担をかけるような形で，経済が動いている

ことが知られる。

そこで，次節で経済の溢路部門四つをとりあ

げ，これを解決するための必要な資金について，

推計できるものは推計してみよう。

（注1) 『人民日報』 1985年4月13日 2ベージ。

(tl::2) 「国務院関於進一歩拡大国営工業企業自主

権的暫行規定」（『新華月報』 1984年第5号） 129ベ

ーシ。

（注3) 国務院「関於農民進入集鎮落戸問題」（『人

民日報』 1984年10月22日〉。

E 四つの隆路部門の深刻化

消費の増大が経済改革を誘発し，その経済改革

が経済の過熱を生み出した。過熱経済では最も弱

い部門の矛盾が深刻な陸路となり始めている。

1. エネルギーと運輸の不足

エネノレギー不足が中国経済の臨路となり始めた

のは1976年前後からである。同年に工場の正常な

操業を行なうには，石炭2000万トン，石油1000万トン

が不足であったという位1)。1977,78年にはエネ

19 
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第17図工業生産総額，エネルギー，材料（粗鋼〕の成長率比較（1957年＝100)

1,000；（指数）

500 

。

＿＿＿.エネルギ一

一一一粗 鋳

－一一一働軽

一一一震

司・四割ーヱ

1952 54 56 58 60 62 64 66 68 70 72 74 76 78 80 82年

（出所〕 第1図と河じ資料（1983年版〕から，工業・重工業・軽工業の生産総額を1980年価格で算出。
（注〉 エネ／レギーは生物系，地熱などを除く，標準炭換算に統一したものを用いる。

ノレギー不足のため，全国企業のじつに4分の 1が

影響を蒙ったという。全国l億7500万戸の農村世

帯のうち， 40；＇.与の農家が燃料不足で 3度の炊事に

事欠く情況である惜の。電力不足がとりわけ深刻

なのは経済が発達してヤる沿岸諸省で，電力不足

のため，生産能力の20~＇＊が稼動していないという

惜幻。 1970年代中頃から顕在化してきたエネルギ

ー不足は85年に至ゥても，改善されるというより，

悪化しつつある。

エネルギー生産推移を，工業生産動向と比較し

たのが第17図である。 1960年代中葉からエネルギ

ーの生産増大率は，重工業生産総額のそれをー下廻

り始め， 70年代に入ると，大幅に立ち遅れるよう

になった。軽工業を含めた工業生産総額全体の成

長率との比較では，エネルギーの成長本は1972年

から前者を下廻り始めた。 1979年かん始まった経

済改革政策の一つに，経済構造の改変がある。こ

れは，エネルギー多消費型の重工業建設をスロー

ダウンさせ，軽工業に盤点を置くとし、う内容であ

20  

る。しかし，第17図をみるかぎり，そのような政

策がとられればとられるほど，工業成長率とエネ

ルギ一成長率とのギャップが拡大している。

このようにエネルギー不足が深刻化するなか

で， 1982年9月，中国共産党第12回全国代表大会

で， 2000年までに工農生産総額を1980年の4倍に

する大方針が打ち出された。エネノレギーについて

は，標準炭換算で生産量を 2倍にし，他の必要

な半分は熱効率の向上で補うという方針である。

1980年の生物系エネノレギーを除いた化石燃料・水

力発電のエネノレギーは，標準炭換算で6億4000万

トンであった位4)。生物系ヱネyレギーは標準炭換算

で2億7（ぬ0万トン前後と推計される（注目ので，合計

で9億トン前後となる。化石燃料・水力発電のエネ

／レギーのみは様を 2傍に設定し，生物系エネルギ

ーの増産は見込まれなu、と想定すると， 20川年に

は，標準炭換算で15億5000万トンというばくだいな

エネルギー量となる。

しかし，実際には，必要生産量はこれよりはる



1986070023.TIF

かに大きいものになるだろうと撃者は推計する。

以下において，その理由を述べよう。

(1) 中国の熱効率はすでに高い

.I.ネルギー消費の対GNP弾性値を推計すると，

日本では併6), 1%5～60年1.22,60～同年1.15,

65～72年1.15であ q たじアジア全体は， 1961～印

年で1.49であった。これに対し中国位打は， 1952

～位年で1.42であった。しかし1965～80年は1.1,

70～80年では1目OJに低下している。これをさらに

低下させるには，設備改良のばくだいな投資が必

要となろう。したがって，熱効率を大幅に引き上

げるという政策は現実的可能性に乏しい。

(2) 農村の工ネルギー構造の変化

中国共産党の2000年までのエネルギー需要予測

は農村エネルギー構造の変化を考慮に入れていな

いように思われる。 1979年の農村エネルギーの構

造は，生物系ヱ十、yレギー77伝，石炭11A山，電気

3 岨 9~な，石油:l .1( ／：~1：、 Jタンガス0.4~＇； i：，その他:l.7 

おとなっている他的。日本は1950年代後半にエネ

ルギー革命が進行した。農村では，生物系エネル

ギーが約7o店；j:であった。わずか数年でブ。 fl／｛ンガ

スにとってかわった。中闘ではこのような急速な

構造変化は考えられないが，所得の増大にともな

って，有機物エネノレギーの低下，化石燃料・

エネルギーの増大という構造変化が発生するに違

いない。これは，全体の化石燃料・電気需要の明

大をもたらすであろう。

(3) 都市民生用エネノレギーの増大

次の三つの理由から都市民生用エネノレギー需要

の増大率はきわめて大きいものになるであろうと

思われる。…つは‘急速な都市化である。すでに

第Hi凶でみたとおりである。人民公社の解体，町

・小都市の工業化が人口の流動化を促進してい

る。おそらく、 しばらくの問年率5~~I-の答1J(l-- で者I~

中国の経済改革と開放政策（ I〕

市人口が増大してゆくものと予想されるo第2は

都市住宅の高層化が新型のエネルギー需要を引き

租こすことである。 1980年代に入ってから建設さ

れる住宅は，大都市の場合， 12～13階以上の高層

アパートである。このように高層化すると，燃料

に薪，煉炭，石炭などを使うことができなくなるo

2次加工された高効率の都市ガス，プロパンなど

の幣要が増大しよう。第3は，家庭電化の進行で

ある。その進行情況は第6図でみた。テレビのあ

とは，電気洗濯機，電気冷蔵庫に人気が集まって

いる。それにともな，》て，家庭内の全面詰化に進

むであろう。

以上の（1)(2)(3）を考慮し，将来のエネノレギー需要

を推計すると，襟準炭換算で生物系エネルギーを

入れて1990年には約13億トン， 2000年には26億トンと

算出される。化石燃料・竜気のエネノレギ一部門1

億元の投資による標準炭換算石炭産出量から必要

投資舗を算出すると， 1980年価格で， 90年に211億

元， 2000年には423億元に達する。ちなみに， 1980

年州議家予算収入は1085億元，同年の国営経済の

全設備投資は 746億元であった。エネルギー開発

だけにいかにばくだいな投資が必要であるかがわ

かろう。

エネルギー問題がより探亥I］なのは運輸が臨時に

なっている点である。 1980年代の中国のエネルギ

ー構造は石炭が中心である。石炭が全エネルギー

のほぼ55；討を占めた。この構造は2000年まで基本

的に変化しない。すなわち，間体エネルギーのうえ

に成立する経済である。ちなみに， n本は1980
年， 80；；；叫が石油であった。

甲

｝ ネノレギーの石炭産地が著しく偏在し

ている。 1982年の石炭生産量6億7000万トンのう

ち，山間省1省がその4分の lの1億4500万トンを

生産している。 1981年には輸送能力の不足から，

2王



1986070024.TIF

山西省に野積みにされた石炭は， 1800万九におよ

びしばしば自然発火がみられた位9)0 毛沢東時代

は内睦立地を指向した。内陸は沿岸省より，エネ

ルギ一生産量が多い。郡小平時代は，沿岸省を主

要な工業基地に育成しようとしている。中国のエ

ネノレギー資源賦存情況から考えると，この立地政

策はエネノレギー輸送負担を重くするように作用す

ると息われる。

これは投資資金の不足に拍車をかける要素であ

る。

2. 中間財の不足

経済発展の初期段階では中間財の絶対的不足が

発生し，輸入代替政策をとればとるほど，中間財

輸入依存度の上昇がみられる時期があるという命

題は，中間にもあてはまるo 中間は建設開始時期

より，金製品に対する輸入代替政策を採用して

きた。とりわけ，機械・設備に関する輸入代替相

向は今日まで一貫して強い政策であった。ところ

が，この政策が逆に，中間財の輸入依存度の増大

をもたらす結巣となっている。

中国共産党は植民地経済を受けついだ。加工段

階の進展度からその特徴をみると，次のように描

ける。

原燃料部門＞素材生産部門＞素材加工部門

しかし，建設を始めて数年後には，主要な産業

でこの不等号が逆転した。それ以後，原燃料部門

が最も遅れ，素材加工部門はつねに低稼働率に悩

んで，今日に及んでいる。その最も典型的な例が，

石炭部門，鉄鉱石部門，製鉄部門，機械加工部門と

綿花生産部門，紡糸部門，織布・縫製部門の相互

関係である。 1980年代に入ってからは，綿花生産

を除いて，基・本的にこの構造は変わっていない。

ここでは，中間財のなかから鋼材，木材，プラ

スチック，セメントの4大材料を取りあげよう。

第18図 材料の見掛け消費に対する輸出・輸入依存度および中図式

1司民所得における蓄積率
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叫ープラス手、ソク輸入依存度

90 2000年

（出所） 第1図と同じ資料（1983年版）の生産・貿易統計から算出。
（注）鉄鋼の生産統計は粗鋼，貿易統計は鋼材ベースを用いている。木材生産のなかには農村の自給部分が入っ
ていない。これを入れれば輸入依存率はより低くIllる。
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まず， 1980年の材料不足情況をみるとつぎのとお

りである但10）。需要にたいする充足度の比率は鋼

材が基本建設用35』＇＊，技術改造用 40広，セメント

がそれぞれ40~·;~, 45 ~1;.:j:，木材がそれぞれ30～40

6，紅白である。この資料は国営経済の範囲であ

る。いかに，不足しているかが知られる。

第18図に，蓄積率の推移と輸入依存度の推移と

を示した。両者の聞に一定の相聞はみとめられる

が， 1982年以後は異なる動きを示している。蓄積

率は低下したにもかかわらず，鋼材，プラスチッ

クの輸入依存度は急上昇している。これは，制度

の変革により，地方政府や企業が自主権拡大によ

り，より多くの資金を保有できることから，在庫

を増加させたものと思われる。

長期的趨勢をみると， 4大材料のうち，唯一の

輸出可能材料のセメントも、輸入に転化すること

が予想される。木材に至っては世界最大の輸入国

tこなろう。プラスチック，鋼材の自給率向上のた

めには，エネルギ一同様ばくだいな投資が必要で

あるG この3材料の輸入が現在の情況で進めば，

外貨獲得のための輸出振興政策をとらざるをえな

くなろう。

3. 住宅の障路の打開

材料需要や投資資金需要のなかで，住宅建設の

動向が大きな部分を占めるので，将来の住宅需要

について言及しておく。

すでに， 1978年以後，国民所得の大きな部分を

住宅建設にふり向けられるようになったことは述

べた。これによって改葬の兆候はあるだろうか。

現在のところ「焼石に水Jで，都市住宅の不足は

深刻化こそすれ，改善の方向には進んでいない。

住宅問題の責任者の一人林志群は次のように，そ

の深刻さを述べている位11）。都市住宅困窮世帯は

1977年626万， 78年には689万， 80年tこは790万戸

中国の経済改革と開放政策 (I〕

に達したという。

都市住宅を建設すれども不足は一層深刻さをま

すという情況には二つの要因が考えられる。一つ

は， 1960,70年代に住宅建設はあまりされていな

かったため，隠れたスラム化が発生していたこと

である。したがって，調査が進むにしたがって住

宅困窮世帯は増大しよう。第2は，第16図ですで

にみたように，人民公社解体以後の農村から都市

への巨大な人口流出である。第16閣の1983年の巨

大な都市流出数は，都市の定義の変更によるもの

が半分はあるかも知れないと述べた。しかし，この

推測が正しいとしても，大量の都市への人口流出

が発生している。これは現在の都市住宅建設をさ

らに加速しないと，スラム形成の危険性を生む。

いくつかの前提をおいて2削0年までに必要な住

宅建設需要を推計してみた〈第1表参照〉。 1990年

には11億6000万～14億60開万平方｛；， 2000年には

15億～19億平方向という巨大な建設が必要だと推

計される。この巨大な住宅建設の資金と材料をど

のように調達するのであろうか。

4. 公害の深刻化

公害には幾種類もあるが，水の問題をとりあげ

よう。中国の工業地帯で水不足のため，工場の操

業に支障が出はじめたのは1970年代に入ってから

である。たとえば，天津市では1970年から，青島

市は76年から，上海市は79年から，大連は81年から

である。中国の風土は大きく二つに分けられる。

北方・西方の乾燥地域と華中・華南のモンスーン

地域である。北方の降雨量は南方のほぼ2分の 1

から 3分のlである。北京市の年降雨量は 700～

800は，東京は 1800誌である。西北に行けばもっ

と少ない。太原や蘭州では500）：品前後である。上

海市が節水運動を始めたのが1979年であるが，岡

市は雨量の多い季節風地域に位置している。用水

23 
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ffi 1譲住宅建設予測
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年
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年 1,080
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3,752 
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7,904 

9,020 
6,000 
11,5叩
16,200 
30,000 
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41.5 
36.7 
26.8 

37.1 
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52.1 
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62.8 
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（億m2)

1.1 
1.1 

2.6 
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3.4 
6.。

,6、三j宇
0 日l

（億mよ）

3 
3.6 
4.2 
6.8 

7.0 I 7.9 
6～8 I 7.1～9.15 
10～13 I 
10～13 I 11.62～14.62 
12～16 I 15～19 

（出所〉 1957～82年：第l図と同じ（1983年版 357ページ〉。
（注） 1985～却∞年に都市住宅が年2%，農村住宅が1.5%で減耗すると仮定して，都市住宅は7%の増加率と
した。 1982年以前の都市人口増加率は3.5%，将来は 3%として仮定した。農村住宅の増加率は19.印～85年を
12%前後， 1985～2000年を 6%前後と仮定した。

問題は雨量と直接には関係がない。取水能力が工

業用，生活用の需要に追いっけなくなったのであ

る。社会資本が経済活動に追いっけないという典

型的な例である。実際の例を挙げよう。

上海市は， l包の汚水排水量は500万トンに達す

る。このうち，処理されて排水される景はごくご

くわずかだという。その結巣「未処理の汚水が直

接大量に景滞江と蘇外rz可に排水され，水源を著し

く汚染している。そのため，水質は悪化し，悪臭

を放つにいたった。都市汚水処理の問題はすぐに

解決がせまられている緊急問題になったj位 12）。

地下水位下降の例。河北省の石家荘市では1965

年第1染色工場の地域を中心に，地下水位の低下

が観察され始めた。それが1982年には200平方却

の広範囲に及ぶようににった。 「1953～80年の毎

年平均地下水位降下深度は70余均に及ぶ。 1981

～82年では毎年2おも低下した。解放初期と比較

すると 5むから25t；低下しているj位 1ぬという。

この地下水位低下問題は華南を除いて全国の大都

市に普遍的にみられる。とりわけ，深刻なのは北

24 

方と西北である。ここは冬期に地表水が凍結して

使えないので，ほとんどの工業用水と生活用水を

地下水に頼っているためである。

地下水汚染が化学肥料の多投から発生している

報告も多くなった〈注14）。 1978年， 41の都市調査の

結果， 9都市の地下水が硝酸塩で汚染され，その

うちの 7都市は深刻である。 1981年にはさらに11

の都市に汚染が拡大したという。推計による窒素

肥料を 1畝（6.6T,つに 100祝施肥すると，地下水

に入る量は 6.5裁に達し，地下水HXの含有量は

10誠になる。この汚染は北方・南方を問わず全国

に及んでいる。なかには，ここまでいくと，地下

水が飲料水に使用できなくなると警告を発する科

学者もいる。

これらの水質汚濁を減少させるため，何らかの

汚水処理を行なわなければならない時期に到達し

ている。その処理実態と2000年までの廃液推計を

第2表に掲載する。 1979年の処理率は全国平均で

わずか 2~~にすぎない。首都北京でやっと 8 もなで

ある。汚水量の2000年の予測は工農生産総額の4
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第2表全国廃液排出景

年｜芳明年齢基｜ 廃水処理率

1970 4，α）（） 

lit 
146 

1978 5,0伺 183 
1979 7,8帥 2s5 I全国2%＂，北京自%＂＇
1980 8,575 q 313 

1985 12,500 予測 456 
1990 18,300 II 668 
1995 26,700 ” 977 2000 39,100 ，， 1,428 

（出所〉 李仕浩「我国水資源的消耗与保t戸」（《2000
年研究》小組『公元2加O年的中悶』 北京 科学
技術文献出版社 1984年） 195ページ。
1）劉世偉「2（削年我国水供需平衡預測J（同 l:
番所収） 67ページ。
2）李同と論文 191ページ。

倍増より多い4.6倍である。

持水処理投資はどのくらい必要か。 1982年段階

の汚水の処理だけで基本建設費が2SO億元，管理

運営費が別に40億元必要という世間。ちなみに，

1982年の国営部門の基本建設投資は自45億元であ

った。この3分の lの額に達する。この処理のな

かには，化学肥料による地下水汚染の処浬費が入

っていないのまた，ここには上水取得の費用は入

っていない。上水必要最は2000年には 1日2億

3000万トンに遣し，これを確保するための投資額は

460億元という推計がある惟16）。 この額は先のエ

ネノレギーの2000年時の必要投資推計額を上姻って

いる。中国の 460憶元という必要投資額推計の紋

拠が不明なので論評できない。しかし，人びとの

消費向上欲はすさまじいものがあり，カラーテレ

ビを購入したあとは歯気洗摺機であり，さらに高

閣マンションはすべて水洗便所である。このこつ

に象徴される水多消費型の現代化生活が定着した

ら，前述の用水必要投資額を上細るかも知れない。

これ以外に当面深刻化が増大する項目に，大気

汚染がある。 19制年段階で工業用，民生片iの燃焼

から排出される煙盛は1400万トン，ニ酸化硫黄は

1500万トンに遣すると推計されている位17）。先に推

中国の経済改革と開放政策 (I)

卦したように， 2仰0年には石炭だけで標準炭で14

億～15億トンを燃やすことになる。酸性雨問題はす

でに部分的に発生している。これらの処理のため

の費用は上記の460億元とは別である。

先進国の公害処理が最も進んだのは1970年代で

ある。若干の国がこの聞に行なった公害処理の費

用がGN Pに対しどのくらいの比率を占めている

かの資料があるので紹介する佐川。日本が1.3

b，西ドイツl.85~＇.誌，アメリカ 1.8~立，フランスが

1.1 Gである。三れらの諸国なみに中闘がきれいに

しようとしたら， GNPに対しゃiJパーセントくら

いの公害処耀費用が必要であろうか。これに解答

を与えるためには，中闘の自然の環境浄化能力が

きわめて弱いという l~から出発する必要がある。

第19図は内陸の主要工業都市の海抜と間口から

の距離を示した。重慶は海抜230t;i;であるが，長

江の河口から2500却もさかのぼる。重慶でいった

ん汚したら，下流まで全面的に汚染されることを

示す。しかも，勾配がきわめてなるい。日本と比

較すると，自然の環境浄化能力は劣悪であること

が知られる。日本は第1に，雨量が多い。年間

1500～2200誌である。第2は急峻な地形であり，

流水は速い。第3は3万4000却の海岸線があり，

常に潮が汚染を洗っている。第4は季節風がつね

に吹いている。そのうえに，第5として，日本の

工場のsor，~は海抜SM；以下，別口から50苅以内に

立地している。中国はことごとくこの反対であ

る。これほど自然の環境浄佑能力に恵まれている

日本が1960,70年代の高度成長期に深刻なi公害に

悩んだ。今日，汚染の進行が緩やかになったにす

ぎない。このくらいの不満足な処理でも， GNP

の1.:3もなを資やした。中国は GNPの 2~；~以上を

費やしても，日本程度にはきれいになるまい。 4

G近くの出費が必要になるかも知れない。 198:3年

2ラ
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第19図 工業立地都市と河口からの距離および傾斜度

I,SOOr海抜（m) 、

1,00。

500 

（出所） 各種地開より作成。

で公書処理費はGNPのほぼ0.4おしか使われてい

fょUべltl9）。

以上， 4部門tこ分けて，経済の隆路部門を検討

した。いずれも，ばくだいな投資資金需要を発生

させるものばかりである。

〔注 1) Ji司／j「能源lj調整」（『Fa工業経済』〔中国

人民大学書報資料室 利下IJ報刊資料〕 1981年第171J)

61ベージ。

〈注2) 孫尚清「能源結構」（馬洪・孫尚清主編『中

国経済結構問題研究』 U:H日張家仁l 人民山版社

1981年） 277ベージ。

（注3）李盟書「経済要振興 電力必須先行JC『紅

旗』 1983年第18号〕 18ページ。

（注4) 小島麗逸「工業JC石川滋・小島麗逸・関
口末夫共編 f中国経済の中長期展望』 日中経済協会

1984年） 67ページ。

(H:5) 行文「新エネルギー資自民と再生エネルギー

資源の利用JC『北京周報』 1982年第16号） 26ベージ。
〈注 6）通商産業省『産業構造の長期ビジョン』

1974年 267ページ。

(i:t7) 関家統計局編『小国統計年鑑 1983』 北

京中霞統計出版社 149,215, 249ベージより算出。

ただし，工終生泌総額に対する弾性11JJ.o

（注8）小島前掲論又 57ベージ。
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（注9) 越沢明「交通運輸J（石川・小島・関IJ共
編前掲番所収） 179ベージ。

（注10) 許毅「当前財政経済中存在的問題和我f門的

対策」（『F10国民経済計画与管理』 〔中関人民大学書

報資料室俊印報刊資料〕 1981年第5号） 104ページ。

（注11) 林志群「我国住宅建設布在的主要問題及其

改市的建議」（『建築学報』 1982年第1号） 41ベージ。

（注12）部恨茂「汚水処理与能源利用」（『城郷建

設』 1982年第12号） 21ベージ。

（注13) 石門司「発動群衆節水」（『城郷建設』 1983

年第11号） 9ベージo

（注14) J馬梅生「硝酸塩是地下水的主重要汚染源」

（『城郷建設』 1982年第5号） 28ページ。

（注15) 成化「試論我国水汚染防治的議本対策」

（『城郷建設』 1982年第12号） 22ページ。

（注16) 本刊評論員「要継続狼弧節約用水」（『城郷

建設』 1983年第8号） 17ベージ。

（注17) 主筆彬「‘新的妓／,f(f革命’ 和我｛門的対策」

（『建築学報』 1984年第4号） 5ページ。

（注18) 井村秀文「環境保全費用の動向」（『環境研

究』第42'1'} 1蝿3年） 89ベージ。

〈注19) 『中国社会統計資料』中国統計出版社

1985年 249ベージ。中国式国民所得をGNPlとかえて

算出した。 〈つづく〕

（アジア経済研究所調資研究部〉
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